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企業会計の仕組み（基礎概念）

●本市の下水道事業は、透明性の確保と経営基盤の強化を図る観点から、平成28
年４月より地方公営企業法の財務規定を適用し、企業会計方式による会計処理を
行っています。

●企業会計方式は、地方公営企業法によって定められた公営企業会計の原則に基づ
き、下水道施設の維持管理費や減価償却費などの「①収益的収支」と、下水道施
設の整備費用などの「②資本的収支」の２つに区分されます。

１１



企業会計の仕組み（収益的収支）２２

➡令和３年度の決算では、収入－支出＝７憶5,400万円の黒字となっています。

企業会計は、「収益的収支」と「資本的収支」の２本建てで構成されています。令和３年度の決算を
例に主な収支項目を説明します。



企業会計の仕組み（資本的収支）３３

資本的収支で収入が支出に対して不足する額は、収益的収支の「減価償却費等の非現金支出※」などの自己資資本的収支で収入が支出に対して不足する額は、収益的収支の「減価償却費等の非現金支出※」などの自己資
金で補っています。
※減価償却費等の非現金支出は、外部に対する支払いが伴わないため、この分の現金は内部留保資金として企
業内に蓄えられ、企業債償還金などの財源となります。詳しくは４～５頁で説明します。



企業会計の仕組み（減価償却費のイメージ）４４
～50年間使える下水道管を５千万円で建設したときの減価償却のイメージです～

●減価償却費とは、長期間にわ
たって使用される建物や設備等
の固定資産の価額を耐用年数に
わたって期間配分した費用のこ
とをいいます。

●右図で言うと、建設した年に５
千万円支払い済みなので、１年
以降は100万円が出ていきませ
ん。実際には、その分の現金が
手元に残ります。

●減価償却費とは、長期間にわ
たって使用される建物や設備等
の固定資産の価額を耐用年数に
わたって期間配分した費用のこ
とをいいます。

●右図で言うと、建設した年に５
千万円支払い済みなので、１年
以降は100万円が出ていきませ
ん。実際には、その分の現金が
手元に残ります。

●減価償却費は、建設した年に支払った「建設費」のうちの今年度分を計上しているだけなので、実際
には現金の支払いがありません。（非現金支出分）

●このお金は「資本的収入」－「資本的支出」の不足額（３頁）に使うことができます。

●減価償却費は、建設した年に支払った「建設費」のうちの今年度分を計上しているだけなので、実際
には現金の支払いがありません。（非現金支出分）

●このお金は「資本的収入」－「資本的支出」の不足額（３頁）に使うことができます。



企業会計の仕組み（補填財源のイメージ）５５

〇公営企業会計には「補填財源」という概念
があります。
〇公営企業会計には「補填財源」という概念
があります。

〇取引があった場合、それは収益的収支ある
いは資本的収支に区別され記録されます。
〇取引があった場合、それは収益的収支ある
いは資本的収支に区別され記録されます。

〇資本的収支による収入は建設改良費等の財
源としての企業債や国庫補助金などの外部
資金が計上されますが、これらの外部資金
（資本的収入）が設備資金、企業債償還金
等の資本的支出に不足する場合には「補填
財源」を使用します。

〇資本的収支による収入は建設改良費等の財
源としての企業債や国庫補助金などの外部
資金が計上されますが、これらの外部資金
（資本的収入）が設備資金、企業債償還金
等の資本的支出に不足する場合には「補填
財源」を使用します。

〇「補填財源」には、経営活動の結果生じる
利益や費用中に計上されている減価償却費
等現金支出を伴わない企業内に留保される
ものなどが充てられます。

〇「補填財源」には、経営活動の結果生じる
利益や費用中に計上されている減価償却費
等現金支出を伴わない企業内に留保される
ものなどが充てられます。

収益的収支と資本的収支
はワンセット



投資・財政計画とは

①「経営戦略」とは、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な
経営の基本計画です。

②その中心となる「投資・財政計画」は、施設・設備に関する投資の見通しを試算し
た計画と、財源の見通しを試算した計画を構成要素とし、投資以外の経費も含めた
上で、収入と支出が均衡するよう調整した収支計画です。

６６



投資・財政計画の中間見直し①７７

【中間見直しの考え方】

●令和５年度で、現行経営戦略の前期計画期間が終了することから、そ

の取組みや「投資・財政計画」を検証し、後の５年間の施策や目標等

の再設定を行います。

●計画と実績の乖離が著しい場合、計画見直しを検討し、質を高めるた

めの改定を行います。

→国の通知、経営戦略策定・改定ガイドライン 等



投資・財政計画の中間見直し②８８

〇投資・財政計画の中間見直し

は、本年10月初旬の答申に向

け、検討を進めていただきた

いと考えております。

〇今回の審議会で、委員の皆様

から頂いた意見を集約、課題

を抽出・整理し、次回の審議

会で「投資・財政計画(案)」

を提示する予定です。

〇使用料の方向性は、全国の経

費回収率(例年５月初旬に国が

公表)や、投資・財政計画(案)

を考慮し、具体的な検討を進

めていきます。

〇投資・財政計画の中間見直し

は、本年10月初旬の答申に向

け、検討を進めていただきた

いと考えております。

〇今回の審議会で、委員の皆様

から頂いた意見を集約、課題

を抽出・整理し、次回の審議

会で「投資・財政計画(案)」

を提示する予定です。

〇使用料の方向性は、全国の経

費回収率(例年５月初旬に国が

公表)や、投資・財政計画(案)

を考慮し、具体的な検討を進

めていきます。



投資・財政計画の中間見直し③９９
投資・財政計画の中間見直しに向けた検討は、次のような流れで進めていきます。



中間見直しの前提条件①（人口の推移）1010

●本市の総人口は、減少傾向にあり、令和
３年は、平成28年と比べ、19,013人の減
少となっています。【表１】

●本市の総人口は、減少傾向にあり、令和
３年は、平成28年と比べ、19,013人の減
少となっています。【表１】

※下水道処理人口：下水道処理区域内（下水道に接続可能な区域内）の人口のこと。

●下水道処理人口※も、人口減少の影響に
より、令和３年は、平成28年と比べ、
4,539人の減少となっています。【表２】

●下水道処理人口※も、人口減少の影響に
より、令和３年は、平成28年と比べ、
4,539人の減少となっています。【表２】



中間見直しの前提条件②（人口推計）1111
市が策定した人口ビジョン（R3.3策定）では、令和12年の総人口は29万２千人、令和22年の総人口は25万３千人とな

り、人口は一貫して減少していく見込みとなっています。

市が策定した人口ビジョン（R3.3策定）では、令和12年の総人口は29万２千人、令和22年の総人口は25万３千人とな

り、人口は一貫して減少していく見込みとなっています。

将来の人口推計将来の人口推計（基準推計）

【資料】
いわき市人口ビジョン



中間見直しの前提条件③（下水道の整備状況）1212

●現在、本市では、10年概成(※)に向け、
（下水道の）管きょの整備を進めていま
す。【表１】

●現在、本市では、10年概成(※)に向け、
（下水道の）管きょの整備を進めていま
す。【表１】

●下水道の接続戸数は、下水道の整備に伴
い上昇傾向となっており、令和３年度は、
平成28年度と比べ、3,241戸増となって
います。【表２】

●下水道の接続戸数は、下水道の整備に伴
い上昇傾向となっており、令和３年度は、
平成28年度と比べ、3,241戸増となって
います。【表２】

※10年概成：国の通知(H26.1)で、今後10年程度を目標に各種汚水処理施設の整備を概
ね完了（概成）させることとした考え方のこと。



中間見直しの前提条件④（有収水量と使用料）1313

●前年度と比較して、令和３年度

の有収水量は、人口減少や新型

コロナウイルス感染症による営

業自粛等の影響があり、全体で

336千㎥減少となっています。

●令和３年度の使用料は、有収水

量の減少等に伴い、下水道使用

料も約6,600万円減少となって

います。

●水洗化率は、水洗化普及員によ

る下水道への接続促進などによ

り、上昇傾向となっています。

●前年度と比較して、令和３年度

の有収水量は、人口減少や新型

コロナウイルス感染症による営

業自粛等の影響があり、全体で

336千㎥減少となっています。

●令和３年度の使用料は、有収水

量の減少等に伴い、下水道使用

料も約6,600万円減少となって

います。

●水洗化率は、水洗化普及員によ

る下水道への接続促進などによ

り、上昇傾向となっています。



中間見直しの前提条件⑤（まとめ）1414

●計画策定の前提条件(10～13頁)を整理すると次のとおりです。

●①～③の状況を考慮し、令和４年７月時点で作成した収益的収支と資本的収支の見通し【参考】を説
明します。※令和３年度までは実績、令和４～10年度までは見込みとなっています。



収益的収支の見通し① （使用料収入【接続戸数】）1515

【算定の考え方】

●下水道は、 10年概成

により、令和８年度ま

で未普及区域の整備を

行うこととしています。

●接続戸数は、下水道の整

備後１～２年遅れになる

ことを考慮し、令和９年

度まで増加していくと見

込んでいます。

●令和４年度以降の調定件

数(※)は、過去５年間

(H28～R3)の平均伸び数

(3,867件)を加えて算定

しています。

【算定の考え方】

●下水道は、 10年概成

により、令和８年度ま

で未普及区域の整備を

行うこととしています。

●接続戸数は、下水道の整

備後１～２年遅れになる

ことを考慮し、令和９年

度まで増加していくと見

込んでいます。

●令和４年度以降の調定件

数(※)は、過去５年間

(H28～R3)の平均伸び数

(3,867件)を加えて算定

しています。
※調定：歳入の内容を調査し、収入すべき金額を決定する行為のこと。調定件数は、下水道の接続戸

数×６回（年間の徴収回数）で算出。



収益的収支の見通し② （使用料収入【有収水量】）1616

【算定の考え方】

●有収水量(※)は、

【減少要因】人口減少、

【増加要因】接続戸数の増加

（令和９年度まで）を考慮し、

緩やかに減少していくと見込
んでいます。

●有収水量の算定は、

・１件当たりの有収水量は、

前年度の実績に、過去（５

か年）平均の伸び率を乗じ

て算出しています。

・全体の有収水量は、１件当

たりの有収水量に、調定件

数を乗じて見込んでいます。

【算定の考え方】

●有収水量(※)は、

【減少要因】人口減少、

【増加要因】接続戸数の増加

（令和９年度まで）を考慮し、

緩やかに減少していくと見込
んでいます。

●有収水量の算定は、

・１件当たりの有収水量は、

前年度の実績に、過去（５

か年）平均の伸び率を乗じ

て算出しています。

・全体の有収水量は、１件当

たりの有収水量に、調定件

数を乗じて見込んでいます。
※有収水量：処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となるもの。



収益的収支の見通し③ （使用料収入）1717

現在の使用料体系（平成31年４月改定）を維持した場合で、令和６年度以降の使用料を試算してみると、

令和９年度まで、ほぼ横ばいの37.7億円で推移する見込みです。

現在の使用料体系（平成31年４月改定）を維持した場合で、令和６年度以降の使用料を試算してみると、

令和９年度まで、ほぼ横ばいの37.7億円で推移する見込みです。



収益的収支の見通し（支出）1818
令和６年度以降の収益的支出は、管渠、ポン
プ場及び処理場の維持管理費、減価償却費の
ほか、東部浄化センター等の撤去費など、毎
年90億円前後の費用を見込んでいます。

令和６年度以降の収益的支出は、管渠、ポン
プ場及び処理場の維持管理費、減価償却費の
ほか、東部浄化センター等の撤去費など、毎
年90億円前後の費用を見込んでいます。



収益的収支の見通し（全体）1919

●右表は、収益的収支の収入と支出

を合わせ、純損益を示したもので

す。【R4.7時点の参考値】

●次回審議会では、今回の収益的収

支の見通しを「たたき台」として、

①本日の審議会で委員からいただい

た御意見

②令和５年度当初予算（直近の物価

高騰等の状況を反映）

③令和４年度決算（直近の使用料収

入の状況を反映）

④経費回収率（R6～10）

等を反映した投資・財政計画(案)

を提示させていただく予定です。

●右表は、収益的収支の収入と支出

を合わせ、純損益を示したもので

す。【R4.7時点の参考値】

●次回審議会では、今回の収益的収

支の見通しを「たたき台」として、

①本日の審議会で委員からいただい

た御意見

②令和５年度当初予算（直近の物価

高騰等の状況を反映）

③令和４年度決算（直近の使用料収

入の状況を反映）

④経費回収率（R6～10）

等を反映した投資・財政計画(案)

を提示させていただく予定です。



収益的収支の見通し（経費回収率）2020

●経費回収率とは、汚水処理にか
かる経費を使用料でどの程度ま
かなえているかを確認する指標
です。

●令和２年度の本市の経費回収率
は、80.7％であり、同年度の全
国と比べ5.4ポイント、類似都市
と比べ3.5ポイント低い状況と
なっています。

●令和６～10年度の経費回収率
（平均）の見通しは、77.4％と
なっています。

●経費回収率とは、汚水処理にか
かる経費を使用料でどの程度ま
かなえているかを確認する指標
です。

●令和２年度の本市の経費回収率
は、80.7％であり、同年度の全
国と比べ5.4ポイント、類似都市
と比べ3.5ポイント低い状況と
なっています。

●令和６～10年度の経費回収率
（平均）の見通しは、77.4％と
なっています。



資本的収支の見通し（収入・支出）2121
企業債残高は、元金償還額が借入額を上回る見込みであることから、減少傾向となっています。企業債残高は、元金償還額が借入額を上回る見込みであることから、減少傾向となっています。



資本的収支の見通し（支出）2222
令和６年度以降の建設改良費は、老朽化し
た施設の更新や未普及解消等のための費用
として、毎年38億円前後が必要となる見通
しです。

令和６年度以降の建設改良費は、老朽化し
た施設の更新や未普及解消等のための費用
として、毎年38億円前後が必要となる見通
しです。



資本的収支の見通し（全体）2323

●資本的収支は、基本的に

収支の構造上赤字となり

ますが、損益勘定留保資

金などにより適切に補填

されます。

【R4.7時点の参考】

※次回の審議会では、最新

の工事の進捗状況等を反

映し、収益的収支と合わ

せ、資本的収支を提示し

ます。

●資本的収支は、基本的に

収支の構造上赤字となり

ますが、損益勘定留保資

金などにより適切に補填

されます。

【R4.7時点の参考】

※次回の審議会では、最新

の工事の進捗状況等を反

映し、収益的収支と合わ

せ、資本的収支を提示し

ます。



今後の対応（まとめ）2424

●使用料については、投資・財政計画（案）の純損益、現金の過不足、経費回収
率等の状況を考慮し、料金改定の必要性や妥当性などを検討します。

●料金改定の必要性については、下水道事業の持続性、市民負担の影響の大きく
２点の視点で検討します。

予定です。次回の審議会では、次の点を考慮し、投資・財政計画（案）を提示する予定です。
①本日いただいた意見を集約、課題の抽出と整理
②令和５年度当初予算と令和４年度決算の状況を反映
③直近の労務単価、物価高騰分等を反映
④工事の進捗状況等を考慮し、収益的収支と資本的収支に反映
⑤令和６年度～10年度までの経費回収率の算定




